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第２章 甲票（経営の実態）・乙票（収支の状況）について

I  調査結果の概要（甲票（経営の実態）） 

１ 一般的事項 

（1）経営主体            表 1 経営主体別施設数及び構成割合 

調査対象となった252施設を経

営主体別に施設数の構成割合をみ

ると(表1)、「個人経営」が53.2

％と最も高く、次いで「有限会社

」が27.8％、「株式会社」が15.5

％となっている。また、構成割合

を前回の平成19年調査と比べると

、「個人経営」が9.7ポイント減少

し、「株式会社」が10.6ポイント

増加している。  
            

（2）専業・兼業           図 1 専業・兼業別施設数の構成割合  
専業・兼業別に施設数の構成

割合をみると(図1)、「専業」が

48.8％、「兼業」が51.2％であ

る。 

「兼業」がやや多いが、「専

業」と「兼業」がほぼ半々とい

える。 

 

 

 

 

（3）営業年数            図 2 営業年数別施設数の構成割合 

営業年数別に施設数の構成割

合をみると(図2)、「50年以上」

が59.9％と最も多く、ほぼ6割が

50年以上と営業年数が長い施設

が多い。  
次に長い「40～49年」が14.3

％、「30～39年」が5.6％と、こ

こまでの合計で79.8％と約8割

が30年以上となっている。  
                  

平成14年 平成19年 平成24年

総数 620          638          252          

個人経営 375          401          134          

株式会社 34            31            39            

有限会社 199          185          70            

その他 12            21            8              

不詳 - - 1              

総数 100.0        100.0        100.0        

個人経営 60.5         62.9         53.2         

株式会社 5.5           4.9           15.5         

有限会社 32.1         29.0         27.8         

その他 1.9           3.3           3.2           

（％） 不詳 - - 0.4           

区分

施
設
数

構
成
割
合

専業, 
48.8%

兼業, 
51.2%

10年未満
8.7 

10～19年
3.6 

20～29年
7.9 

30～39年
5.6 

40～49年
14.3 

50年以上
59.9 

単位：％

－ 4－ － 3－



 

4 
 

（4）半径２㎞以内にある施設     図 3 半径２㎞以内にある銭湯以外の公衆浴場の 

施設数の構成割合 

半径 2㎞以内にある銭湯以外

の公衆浴場の施設数を構成割合

でみると(図3)、「該当施設なし

」が31.0％と、銭湯以外の何ら

かの公衆浴場がある施設が約7

割である。 

具体的には、「スーパー銭湯

」が23.4％、「スポーツ施設の

浴場」が20.6％などとなってい

る。 

 

 

（5）立地条件        図 4 経営主体、立地条件別施設数の構成割合 

経営主体別に立地条

件別の施設数の構成割

合割合をみると(図4)、

全体では「住宅地区」

が54.8％で最も高く、

次いで「商業地区」が

32.9％である。 

経営主体別にみる 

と、個人経営では「住

宅地区」が61.9％と最

も高く、「株式会社」

では住宅地区以外でも「商業地区」35.9%、「工場・オフィス街」7.7％、「郊外」7.7％

なども他の経営主体に比べやや高くなっている。  
 

（6）経営者の年齢            図 5 経営者の年齢階級別施設数の構成割合 

 経営者の年齢階級別に施設数の構

成割合をみると(図5)、「70歳以上」

が43.7％と最も多く、次いで「60～

69歳」が29.0％、「50～59歳」が16.7％

となっており、「30歳未満」はゼロ、

「30～ 39歳」も 2.0％とわずかであ

る。 

60歳以上の合計で72.7％と経営者

の高齢化がうかがえる。       
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２ 経営に関する事項 

（1）1 か月の定休日数          図 6  1 か月の定休日数別施設数の構成割合 

1か月の定休日数別に施設数の構成

割合をみると(図6)、「4日」が44.8％

と最も多くなっており、次いで「定休

日なし」が17.9％、「1～2日」が17.1％

となっている。 

 全施設の1施設当たり平均定休日数

は3.1日である。 

 

 

 

 

 

 

（2）平日 1 日の営業時間        図 7 平日 1 日の営業時間別施設数の構成割合 

平日1日の営業時間別に施設数の構

成割合をみると(図7)、かなりばらつ

きがあるが、「8～9時間未満」が18.3％

と最も多く、次いで「14時間以上」が

17.5％、「9～10時間未満」が15.9％な

どとなっている。「 24時間」営業が

0.4％ある。  

1施設当たりの平均営業時間は、10

時間1分である。 

 

 

（3）平日の開店時間と閉店時間 

平日の開店時間・  図8 平日の開店時間・閉店時間別施設数の構成割合 

閉店時間別に施設数

の構成割合をみると

(図8)、開店時間では

「15時台」が32.5％

と最も多く、閉店時

間では「22時台」が

25.8％と最も多くな

っている。  
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－ 4－ － 5－
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（4）1 日の平均客数               

1日平均客数別の施設数の構成割合をみると(図9)、「100～199人」が29.4％で最も多く、

次いで「50～99人」27.4％となっている。1施設当たりの1日平均客数は160.9人である。  

立地条件別では(図10)、「工場・オフィス街」が292.1人、「郊外」が198.7人と「商業

地区」「住宅地区」より多い。  

 

図 9 1 日平均客数別施設数の構成割合     図 10 立地条件別 1 日平均客数 

 

 

 

（5）平均料金単価            

平均料金単価別の施設数の構成割合をみると(図11)、大半の77.4％が「300～499円」

であり、次いで「500～699円」が12.3％である。客1人当たり平均料金単価は474.5円と

なっている。 

これを、立地条件別にみると(図12)、「工場・オフィス街」が640.7円で最も高く、「住

宅地区」が440.4円で最も低い。 

 

図11 平均料金単価別施設数の構成割合    図12 立地条件別客1人平均料金単価 
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（6）前年度と比べた今年度の売上    図 13 前年度と比べた今年度売上別の構成割合  

前年度と比べた今年度の売上に

ついてみると(図13)、「5％以上減

少」が42.1％と最も多く、次いで

「1％未満の増減」が23.8％となっ

ている。 

全体として、「1％未満の増減」

を 除 く と 、 1％ 以 上 増 加 は 合 計 

8.8％にとどまる。 

一方、1％以上減少が合計64.7％

と、減少が増加を大きく上回る結

果となっている。 

       

 

 

（7）本業の当期純利益の動向の原因別構成割合 

当期純利益の動向の主な原因別構成割合をみると(図 14)、「客数の減少」が 56.7％と

他の要因に比べて圧倒的に多くなっている。一方、「客数の増加」は 6.3％にとどまる。 

他の当期純利益の減少につながる原因としては、「水道・燃料費の増大」が 13.9％と目

立つ。 

 

  図 14 本業の当期純利益の動向の原因別構成割合 
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（8）経営上の問題点 

経営上の問題点別に施設数の構成割合についてみると(図 15)、「客数の減少」が最も多

く 77.4％の施設が挙げている。次いで、「燃料費の上昇」が 63.5％、「施設・設備の老朽

化」57.1％、「光熱費の上昇」49.6％となっており、売上の減少となる要因とコストの上

昇となる要因の両面から経営環境が厳しい状況がみてとれる。  
  

図 15 経営上の問題点別施設数の構成割合（複数回答） 

 

 

（9）今後の経営方針 

今後の経営方針別に施設数の構成割合をみると(図 16)、「接客サービスの充実」が

24.6％と最も多い。次に「施設・設備の改装」が 23.4％、第 4 位が「集客のためのイベ

ント実施」が 20.2％と、経営の改善に前向きな姿勢が窺える。 

一方、第 3 位の「廃業」が 21.0％、「浴場以外への転業」が 9.5％と、現状での事業継

続が困難になりつつあるケースも 3 割以上と多くなっている。 

 
図 16 今後の経営方針の施設数構成割合（複数回答） 
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３ 従業者に関する事項 

（1）従業者数             図 17 1 施設当たり平均従業者数 

1施設当たり平均従業者数をみ

ると(図17)、全体で8.5人のうち、

「臨時雇用者(嘱託・パート・アル

バイト)」が5.1人と最も多く、次

いで「常時雇用社員(正社員・正職

員)」が1.3人となっている。 

他には「個人事業主又は有給役

員」1.1人、「家族従業者(個人経営

のみ)」0.9人である。 

 

 

 

 

 

（2）常時雇用者の性別平均年齢   

常時雇用者（いわゆる正社員）の性別及び平均年齢別施設数の構成割合をみると(図 18)、

男性では「50 歳以上」が最も多い 47.9％、次いで「30～39 歳」が 22.9％である。女性

でも「50 歳以上」が最も多い 71.4％である。次いで「40～49 歳」が 14.3％となってい

る。「30 歳未満」は男性で 4.2％、女性では 4.8％となっている。 

常時雇用者全体の平均年齢は男性が 49.2 歳、女性が 52.5 歳で従業員も高齢化してい

るといえる。  
 

図 18 常時雇用者の性別平均年齢別施設数の構成割合 
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（3）1 日平均労働時間数          図 19 1 日平均労 働時間 別施 設数の構成 割合  

常時雇用者(正社員)がいる施設の1日

平均労働時間別施設数の構成割合をみ

ると(図19)、「7～8時間未満」が32.3％

と最も多く、次いで「7時間未満」29.0％、

「8～9時間未満」21.0％である。 

8時間以上の割合は合計で37.1％と3

分の1超に達している。 

   

 

 

 

 

（4）月平均休日数             図 20 月平均休日数別施設数の構成割合 

常時雇用者(正社員)がいる施設の平

均休日数別施設数の構成割合をみると

(図20)、「4日」が35.5％で最も多く、次

いで「9日以上」が14.5％、「5日」が12.9％

となっている。 

1施設当たり平均休日日数は、5.7日

である。 

         

 

 

 

（5）労働時間短縮のための努力 

常時雇用者(正社員)がいる施設の「労働時間短縮努力あり」が 43.5％、「同なし」が

54.8％である(図 21)。 

 労働時間短縮のための努力の内容として、「計画休暇制度」が 37.0％と最も高く、次い

で「週休 2 日制度」「設備導入による省力化」「その他の努力」が同率の 25.9％となって

いる。 

  図 21 労働時間短縮のための努力の状況(複数回答) 
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４日,  35.5 

５日,  12.9 

６日,  8.1 

７日,  6.5 

８日,  9.7 

９日以上,  
14.5 

不詳,  1.6 

１施設当たり

平均休日数

5.7日

単位：％

労働時

間短縮

努力あ

り,  43.5 
労働時

間短縮

努力な

し,  54.8 

不詳,  
1.6 

単位：％

７時間未

満,  29.0 

７～８時

間未満,  
32.3 

８～９時

間未満,  
21.0 

９時間以

上,  16.1 

不詳,  1.6 

単位：％

25.9 

37.0 

25.9 

25.9 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

週休２日制度

計画休暇制度

設備導入による省力化

その他の努力

（％）

－ 10 －
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（6）健康診断の実施状況          図 22 健康診断の実施状況 

常時雇用者(正社員)がいる施設につい

て、健康診断の実施状況をみると（図22）、

「年1回」が61.3％と最も高く、次いで「実

施していない」が30.6％、「年2回以上」

「2～3年に１回」がともに3.2％となって

いる。 

年1回以上実施している施設は64.5％

と3分の2弱に達しているが、一方約3割は

実施していないという結果であり、経営

者の姿勢によって、格差があるものと思

われる。 

 
 
 
４ 土地・建物及び設備等に関する事項 

（1）建物の築年数             図 23 建物の築年数別施設数の構成割合 

建物の築年数別施設数の構成割合をみ

ると(図23)、「50年以上」は29.0％であ

る。次いで「20～29年」が18.3％と多く、

「40～49年」が16.7％、「10～19年」「30

～39年」がともに12.7％となっている。 

30年以上は合計で58.4％であり、建物

の老朽化が進んでいる施設が多いと考え

られる。逆に、「5年未満」は2.4％と少

ない。 

 

 

 

（2）土地の面積              図 24 土地の面積別施設数の構成割合 

土地の面積別施設数の構成割合をみる

と(図 24)、「300～499 ㎡」が 28.6％と最

も多く、次いで「500～749 ㎡」が 19.4％、

「1000 ㎡以上」が 16.7％となっている。 

1 施設当たりの土地平均面積は 1264.4

㎡となっている。 
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25～49㎡,  
0.4

50～99㎡,  
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200～299㎡
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300～499㎡
,  28.6
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,  19.4

750～999㎡
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1000㎡
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単位：％
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（3）建物の延床面積            図 25 建物の延床面積別施設数の構成割合 

建物の延床面積別施設数の構成割合

を み る と (図 25)、 「 300～ 499㎡ 」 が

26.6％と最も多く、次いで「200～299

㎡」が17.5％、「500～749㎡」が13.5％

となっている。 

1 施 設 当 た り の 延 床 平 均 面 積 は

530.3㎡となっている。 

 

 

 

 

 

（4）浴槽数                 図 26 浴槽数別の施設数構成割合 

浴槽数別施設数の構成割合をみると 

(図 26)、「4 個」が 22.6％と最も多く、

次いで「6～7 個」20.6％、「8～9 個」

17.5％となっている。 

1 施設当たりの平均浴槽数は、6.1 個

である。 

 

 

 

 

 

（5）浴槽（風呂）の種類 

浴槽（風呂）の種類別施設数の構成割合をみると(図 27)、「水風呂」59.5％、「気泡風

呂（ジャグジーバス）」58.7％、「深さの異なる風呂」55.2％が 50％を超えて高い。 

 

  図 27 浴槽（風呂）の種類の割合（複数回答） 
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（6）保有している設備等の状況 

保有している設備の状況をみると(図 28)、「駐車場」75.8％、「サウナ施設」63.1％、

「休憩コーナー･談話コーナー」49.2％、「教養娯楽･健康コーナー･マッサージ機等」

41.7％などが多い。 

顧客への配慮のための、「分煙設備」は 13.5％、「子供用のいす」が 12.7％などとなっ

ている。 

 

図 28 保有している設備別施設数の構成割合（複数回答） 

 

 

５ 衛生水準向上に関する事項 

（1）源湯・原水および浴槽の状況 

源湯・原水の状況をみると(図 29)、「地下水」が 52.8％、「水道水」が 49.6％、「温泉」

が 19.4％である。 

また、浴槽の状況をみると(図 30)、「循環ろ過」が大半の 84.9％で、「掛け流し」は 18.3％

である。 

 

図 29 源湯・原水の状況（複数回答）        図 30 浴槽の状況（複数回答） 
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（2）ロッカー・脱衣かごの消毒状況     図 31 ロッカー・脱衣かごの消毒状況 

ロッカー・脱衣かごの消毒状況をみる

と(図 31)、「1 日に 1 回以上」が 32.5％、

「1 週間に 1 回以上」が 17.5％で、１週

間に１回以上の合計で 50.0％と半数にな

っている。ただし、次に多いのが、「実施

していない」15.1％であり、全体として

ばらつきが多くなっている。 

厚生労働省の「公衆浴場における衛生

等管理要領」の定めによれば、「脱衣室内

の人が直接接触するところ〈床、壁、脱

衣箱、体重計等〉」は「毎日清掃、1 月に

1 回以上消毒」とされており、施設によっ

ては、衛生管理が不十分なところがある

ものと思われる。 

 

（3）レジオネラ症防止対策状況 

レジオネラ症防止対策の実施状況をみると(図 32)、「浴槽水の水質検査」が 75.4％、

「ろ過器･循環配管の消毒･清掃」が 71.4％、「浴槽の完全換水・清掃」が 68.3％、「残留

塩素濃度の測定」67.9％、「浴槽水の消毒」66.7％と、ここまでが３分の２以上である。 

ただし、これらの対策自体は当たり前のこととして、その頻度や程度が重要であると

認識し、怠りなく実施していくことが求められる。 

 

図 32 レジオネラ症防止対策状況（複数回答） 
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６ 日本政策金融公庫の利用等の状況 

（1）日本政策金融公庫の利用等の状況 

(株)日本政策金融公庫の利用状況等をみると(図 33)、「利用したことがある」は 47.2％

となっており、一方「知らない」も 22.2％ある。 

また、「知らない」とした施設以外の 192 施設について、日本政策金融公庫を知ったき

っかけをみると(図 34)、「組合等のお知らせ」が 52.6％で最も多く、次いで「同業・知

人等から」18.2％となっている。 

 

図 33 日本政策金融公庫の利用状況等  図 34 日本政策金融公庫を知ったきっかけ 

 

 

（2）生活衛生資金貸付制度の利用状況    図 35 生活衛生資金貸付制度の利用状況等 

日本政策金融公庫を「知らない」と

した施設以外の192施設について、生

活衛生貸付制度の利用状況等をみる

と(図35)、「利用したことがある」が

41.7％となっており、次いで「知って

いるが利用はない」が27.1％である。 

一方「知らない」は22.9％で、「名

前のみ知っている」7.8 ％と「知って

いるが利用はない」27.1％を合わせて

合計34.9％と3分の1余りに達してい

る。 

 

  

利用したこ

とがある,  
47.2 

知っている

が利用な

し,  21.4 

名前のみ

知ってい

る,  7.5 

知らない,  
22.2 

不詳,  1.6 

単位:%

同業・知人

等から,  
18.2 

組合等の

お知らせ,  
52.6 

従来からの

付き合い,  
13.5 

雑誌･ｲﾝﾀｰ

ﾈｯﾄ

から,  2.1 

その他,  
11.5 

不詳,  2.1 

単位：％

利用したこ

とがある,  

41.7 

知っている

が利用はな

い,  27.1 

名前のみ

知っている,  

7.8 

知らない,  

22.9 

不詳,  0.5 

単位：％

－ 14 － － 15 －



 

16 
 

７ 設備投資等に関する事項 

（1）過去 3 年間の設備投資実績       図 36 過去 3 年間の設備投資の理由 

過去 3 年間に設備投資の実績がある

施設について、設備投資の主な理由を

みると(図 36)、「設備の老朽化」が

87.9％と最も多くなっている。老朽化

の進展によって、やむなく設備投資を

実施している場合が大半であるとい

える。 

次いで、「経営改善策」5.6％、「そ

の他」4.0％、「利用客の要望」1.6％、

「経営者の交代」0.8％と続く。 

 

 

 

 

（2）設備投資の主な資金調達方法      図 37 設備投資の主な資金調達方法 

過去3年間に設備投資の実績があ

る施設について、設備投資の主な資

金調達の方法をみると(図37)、「自

己資金」が46.0％で最も多く、次い

で「自己資金と借入金」が28.2％、

「借入金」が24.2％である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）設備投資資金の借入先        図 38 設備投資の借入先(複数回答) 

過去 3 年間に設備投資の実績があ

る施設について、過去 3 年間の設備投

資に関する借入先をみると(図 38)、

「その他金融機関」が 30.6％、「日本

政策金融公庫」が 22.6％となっている。 
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（4）向こう 3 年間の設備投資予定      図 39 向こう 3 年間の設備投資の主な内容 

向こう 3 年間の設備投資予定ありの施

設の主な設備投資内容をみると(図 39)、

「設備の新・増設、更新」が最も多い

38.7％、次いで「設備の改装」26.9％、「設

備の新・改築」15.1％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5）向こう 3 年間の設備投資理由       図 40 向こう 3 年間の設備投資理由 

向こう3年間の設備投資予定ありの施

設の設備投資理由をみると(図40)、「設備

の老朽」が最も多い80.6％、次いで「経

営改善策」が7.5％となっている。他には

「水道光熱費等コスト削減」5.4％などが

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

（6）設備投資の主な資金調達方法  図 41 向こう 3 年間の設備投資の主な資金調達方法 

向こう 3 年間の設備投資予定                    (複数回答) 

ありの施設の主な資金調達方法                         

についてみると(図 41)、「自己資

金」が 52.7％、「その他」36.6％、

「日本政策金融公庫」が 25.8％

となっている。 
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８ 少子・高齢化、健康関係の項目 

（1）高齢者や車いすの方に配慮した設備等の状況 

高齢者や車いすの方に配慮した設備の有無についてみると(図 42)、「ある」の 60.7％

に対して、「ない」が 38.1％となっており、約 6 割の施設が何らかの設備を備えている。 

さらに、「ある」と回答の施設について、その設備の内容をみると、「浴槽に手すりの

設置」が 75.8％と約 8 割に上っている。次いで、「階段やトイレに手すり設置」が 46.4％、

「出入口や廊下にスロープの設置又は段差の解消」が 28.1％などとなっている。 

 

図 42 高齢者や車いすの方に配慮した設備等の有無及び状況(複数回答) 

 

（2）ゴミ減量化・リサイクルの実施状況 

ゴミ減量化・リサイクルの実施状況についてみると(図 43)、「実施している」が 88.1％、

「実施していない」が 10.7％で、大半の施設がゴミ減量化・リサイクルを実施している。 

実施している内容については、「節電に取り組んでいる」73.4％、「ゴミの分別をして

いる」68.0％で高くなっている。次いで、「機器の購入･更新時には省エネルギー性能を

考慮している」35.6％、「建築廃材を燃料として利用している」21.6％など燃料・エネル

ギーに関して環境配慮や節約対策を実施している施設が目立つ。 

 

図 4 ゴミ減量化・リサイクルの実施状況（複数回答） 
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９ サービス関係の項目 

（1）福祉入浴援助事業 

「福祉入浴援助事業」とは、高齢者や障害者が利用しやすいように改造した公衆浴場

を利用して入浴介助等を伴う入浴事業で、「デイセントー」、「デイ銭湯」などと呼ばれて

いる。 

福祉入浴事業の実施状況についてみると(図44)、「福祉入浴事業を行っている」は全

体の18.3％にとどまっている。「今後行う予定」も2.8％と少なく、「福祉入浴事業を行

っていない(行う予定はない)」が大半の77.8％となっている。 

福祉入浴事業を行っている施設の１か月間の利用者延べ数は、90人以上が34.8％、「50

～69人」「70～89人」が同率の15.2％となっている。 

 

図 44  福祉入浴事業の実施状況および１か月間の利用者延べ数別構成割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）サービスの内容 

サービスを行っている施設の実施しているサービスの内容についてをみると(図 45)、

「回数券や割引券等の価格サービスをしている」が最も多い 79.5％、次いで「季節風呂(菖

蒲湯等)等を実施している」が 67.1％と、この 2 点が過半数を大きく超えている。 

他には、「高齢者割引をしている」29.1％、「特定日等の価格サービスをしている」24.8％

などとなっている。 

 

図 45 実施しているサービスの内容（複数回答） 
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（3）地域との共生の状況          図 46 地域との共生の状況について 

地域との共生の状況についてみると 

(図 46)、「地域との共生を実施している」

が 74.2％であり、「特になし」が 23.8％

となっている。 

   

                                           

   

 

 

 

 

 

 

地域との共生を「実施している」施設の、実施内容をみると(図 47)、「商工会議所・商

工会または商店街組合に参加している」が最も多い 51.3％で約半数を占める。次いで、

「祭りやイベント等商店街の共同事業に参加している」が 48.7％となっいる。 

他には「子育て支援、福祉サービスに協力している」33.7％、「健康づくり事業等の保

健衛生サービスに協力している」29.9％などとなっている。 

 

図 47 地域との共生の内容(複数回答)  
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－ 20 －


